
貸　 借 　対 　照 　表

（2026年3月31日現在）

（単位：千円）
科      目 金      額 金       額

 【 資  産  の  部 】 7,288,853  【 負  債  の  部 】 221,489

 流   動   資   産　 7,276,860  流   動   負   債　 221,489

現 金 及 び 預 金 104 41,006

売 掛 金 236,986 46,745

番 組 勘 定 344,132 122,434

前 払 費 用 1,330 7,241

短 期 貸 付 金 6,691,712 4,061

そ の 他 流 動 資 産 2,593

 固   定   資   産　 11,992

 有 形 固 定 資 産　 967  【 純　資　産  の  部 】 7,067,363

工 具 器 具 備 品 967 　株   主   資   本 7,067,363

 無 形 固 定 資 産 1,695 200,000

商 標 権 588 200,000

ソ フ ト ウ ェ ア 1,107 200,000

 投 資 そ の 他 の 資 産 9,328 6,667,363

長 期 前 払 費 用 1,130 6,667,363

繰 延 税 金 資 産 8,198 6,667,363

資 産 の 部 合 計 7,288,853 7,288,853負債・純資産の部合計

資 本 金

繰 越 利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他 流 動 負 債

科      目

未 払 消 費 税 等



損  益  計  算  書
自　2025年  4月 １日
至　2026年  3月31日

(単位：千円)
科　　　　目 金　　　　　額

売上高 2,624,292

売上原価 1,122,657

売上総利益 1,501,634

販売費及び一般管理費 801,098

営業利益 700,536

営業外収益

　　受取利息 50,415

　　その他営業外収益 566 50,982

経常利益 751,518

税引前当期純利益 751,518

法人税、住民税及び事業税 229,700

法人税等調整額 △ 1,084 228,616

当期純利益 522,902



個別注記表

自　2025年 4月   1日
至　2026年 3月 31日

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
番組勘定

個別法による原価法によっております。
（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（２） 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定額法によっております。
② 無形固定資産

定額法によっております。

（３） 引当金の計上基準
貸倒引当金

（４） 収益の認識基準
以下の５ステップアプローチに基づき、顧客に移転する財やサービスとの交換により、その権利を得ると見込む金額を
収益として認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

① 放送事業
ケーブルテレビ、衛星放送での放送を主な履行義務として識別しています。
放送については、履行義務が充足されるサービス提供時に収益計上しております。
これらの取引の対価は、概ねサービス提供月に請求し、翌月までに受領しております。

② 広告事業
顧客からの依頼に基づいて当社チャンネルにて広告を放送することを主な履行義務として識別しています。
広告収入については、履行義務が充足される広告放送時に収益計上しております。
これらの取引の対価は、概ね広告放送月に請求し、翌月までに受領しております。

（５） 記載金額について
 　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 貸借対照表に関する注記

（１） 貸倒引当金直接控除額
流動資産（売掛金） 千円

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 千円

（３） 関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 千円
短期金銭債務 千円

３. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売上高 千円
販売費及び一般管理費 千円
営業外収益 千円

４. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産
未払事業税 千円
未払費用 千円
その他 千円

繰延税金資産合計 千円

　 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
　 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
   計上しております。

833

1,867

6,768,953
32,172

852,462

50,415
229,572

673
1,077

8,198

6,446



５. 関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

６. 1株当たり情報に関する注記

1株当たりの純資産額
1株当たりの当期純利益

株数変動があった場合は別途計算↑
７. 重要な後発事象に関する注記

817,247

議決権等の所
有(被所有)割合

業務委託等

属性

41銭

(注２) 229,543 18,010

買掛金・未払金

該当ありません。

(注３)

資金の貸付

－
50,415(注３)

65,362円 80銭

JCOM
株式会社

売掛金親会社

74,158

一般取引条件を勘案して、交渉の上行っております。(注２)
(注１)

883,420円

資金の貸付については、市場金利を勘案して貸付利率を合理的に決定しております。
なお、資金の貸付の取引金額は、当事業年度での純増減額を記載しております。

番組供給等

利息の受取

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

親会社の
子会社

株式会社
ジェイ・スポー
ツ

- 業務委託 業務委託等

被所有
直接保有
86.00%

－

短期貸付金

(注２)

未払金

193,902 17,579

番組供給・
業務委託
等・資金の
貸付

6,691,712(注２)

(注２)

381,648

関連当事者
との関係

科目取引金額 期末残高取引の内容
会社名または

氏名


